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 「地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律（公営企業

に係る部分）の施行に関する取扱いについて」の一部改正について 

 

 「地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律（公営企業

に係る部分）の施行に関する取扱いについて」（平成 24年１月 27日総財公第 11

号）の一部を下記のとおり改正しますので、適切に対処されるようお願いいた

します。 

 各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）

に対しても、この旨を通知していただくとともに、適切な御助言をお願いしま

す。 

また、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じ

て、各市町村に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添

えます。 

 なお、本通知は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項（技

術的な助言）に基づくものです。 

  

記 

 

別添「地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律（公営

企業に係る部分）の施行に関する取扱いについての一部改正新旧対照表」の「改

正前」欄の下線部を「改正後」欄の下線部のとおりとする。 

 



改正後 改正前 

地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（公営企業に係る部分）の施行に関する取扱いについて 

地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（公営企業に係る部分）の施行に関する取扱いについて 
 

（昭和２７年９月２９日 自乙発第２４５号） 
 

改正 昭和２８年 ３月２６日自乙発第２０９号 
   昭和２８年１２月 ２日自乙発第８８５号 
   昭和２９年 ８月２１日自乙発第 ６８ 号 
   昭和３５年 ６月１４日自乙発第 １ 号 
   昭和３６年 ６月２９日自乙発第 ２ 号 
   昭和３８年１１月２８日自乙発第 ７ 号 
   昭和４０年 １月１６日自治企一第 ４ 号 
   昭和４１年 ７月 ５日自治企一第１０５号 
   昭和４２年 ２月 ８日自治企一第 １９ 号 
   昭和４４年１０月２１日自治企一第 ８０ 号 
   昭和４５年１０月１５日自治企一第 ８０ 号 
   昭和５１年１１月２６日自治企一第１６９号 
   昭和５８年 １月１７日自治企一第 ２ 号 
   昭和６１年 ５月３０日自治企一第 ６２ 号 
   平成 元 年 ７月１２日自治企一第 ７８ 号 
   平成 ３ 年 ４月 ２日自治企一第 ３７ 号 
   平成 ７ 年 ６月１５日自治企一第 ５５ 号 
   平成１０年１０月 ５日自治企一第 ８８ 号 
   平成２１年  ４月 １日総財公第 ４０ 号 

            平成２３年 ８月３０日総財公第１０３号 
平成２４年 １月２７日総財公第 １１ 号 
平成２７年 １月２７日総財公第 ２０ 号 

 
 地方公営企業法（昭和２７年８月１日法律第２９２号。以下「法」という。）、

地方公営企業法施行令（昭和２７年９月３日政令第４０３号。以下「施行令」

という。）、地方公営企業法施行規則（昭和２７年９月２９日総理府令第７３号。

以下「施行規則」という。）、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成

  
（昭和２７年９月２９日 自乙発第２４５号） 

 
改正 昭和２８年 ３月２６日自乙発第２０９号 
   昭和２８年１２月 ２日自乙発第８８５号 
   昭和２９年 ８月２１日自乙発第 ６８ 号 
   昭和３５年 ６月１４日自乙発第 １ 号 
   昭和３６年 ６月２９日自乙発第 ２ 号 
   昭和３８年１１月２８日自乙発第 ７ 号 
   昭和４０年 １月１６日自治企一第 ４ 号 
   昭和４１年 ７月 ５日自治企一第１０５号 
   昭和４２年 ２月 ８日自治企一第 １９ 号 
   昭和４４年１０月２１日自治企一第 ８０ 号 
   昭和４５年１０月１５日自治企一第 ８０ 号 
   昭和５１年１１月２６日自治企一第１６９号 
   昭和５８年 １月１７日自治企一第 ２ 号 
   昭和６１年 ５月３０日自治企一第 ６２ 号 
   平成 元 年 ７月１２日自治企一第 ７８ 号 
   平成 ３ 年 ４月 ２日自治企一第 ３７ 号 
   平成 ７ 年 ６月１５日自治企一第 ５５ 号 
   平成１０年１０月 ５日自治企一第 ８８ 号 
   平成２１年 ４月 １日総財公第 ４０ 号 
   平成２３年 ８月３０日総財公第１０３号 

平成２４年 １月２７日総財公第 １１ 号 
 

 
 地方公営企業法（昭和２７年８月１日法律第２９２号。以下「法」という。）、

地方公営企業法施行令（昭和２７年９月３日政令第４０３号。以下「施行令」

という。）、地方公営企業法施行規則（昭和２７年９月２９日総理府令第７３号。

以下「施行規則」という。）、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成

別 添

 地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律（公営企業に係る部分）の施行に関する取扱いについての一部改正新旧対照表 
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１９年６月２２日法律第９４号。以下「健全化法」という。）、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律施行令（平成１９年１２月２８日政令第３９７号。

以下「健全化法施行令」という。）及び地方公共団体の財政の健全化に関する法

律施行規則（平成２０年２月５日総務省令第８号。以下「健全化法施行規則」

という。）に基づく地方公営企業の運営に係る関係法令の取扱いについては、下

記事項に十分留意のうえ、適切に運営されるようお願いします。 
 

 
    記 
第一章 地方公営企業法の施行に関する取扱いについて 

第一節 総則に関する事項 
三 法の適用を受ける企業の範囲 

 (九) 地方公共団体は、法定事業及び病院事業以外の事業で主としてその経費

を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるものについて、条例で定めると

ころにより、法の規定の全部又は財務規定等を条例で定める日から適用する

ことができるものであること（法第二条第三項及び施行令第一条第二項）。                            

                                                                      
                                                                      

                                                       

                                                                                                                                         
第二節 組織に関する事項 

二 管理者の選任及び身分取扱い 
(一) 管理者は、地方公営企業の経営に関し識見を有する者のうちから、地方

公共団体の長が任命するものであり（法第七条の二第一項）、地方公共団体

の長の補助機関としての性格を有するが、その職務の特殊性から特別職とさ

れているものであること（地方公務員法第三条第三項第一号の二） 

 

１９年６月２２日法律第９４号。以下「健全化法」という。）、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律施行令（平成１９年１２月２８日政令第３９７号。

以下「健全化法施行令」という。）及び地方公共団体の財政の健全化に関する法

律施行規則（平成２０年２月５日総務省令第８号。以下「健全化法施行規則」

という。）に基づく地方公営企業の運営に係る関係法令の取扱いについては、下

記事項に十分留意のうえ、適切に運営されるようお願いします。 
 

 
    記 
第一章 地方公営企業法の施行に関する取扱いについて 

第一節 総則に関する事項 
三 法の適用を受ける企業の範囲 

(九) 地方公共団体は、法定事業及び病院事業以外の事業で主としてその経費

を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるものについて、条例で定めると

ころにより、法の規定の全部又は財務規定等を条例で定める日から適用する

ことができるものであること（法第二条第三項及び施行令第一条第二項）。

この場合「主としてその経費を当該企業の経営に伴う収入をもって充てるも

の」とはその経常的経費の少なくとも七十～八十％程度を料金等の経営に伴

う経常的収入をもって賄うことができるものであること。 

 
第二節 組織に関する事項 

二 管理者の選任及び身分取扱い 
(一) 管理者は、地方公営企業の経営に関し識見を有する者のうちから、地方

公共団体の長が任命するものであり（法第七条の二第一項）、地方公共団体

の長の補助機関としての性格を有するが、その職務の特殊性から特別職と

されているものであること（地方公務員法第三条第三項第一号の三） 
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